
（様式１：第１面）

＜行政庁使用欄＞社会保険等の加入確認

加入有り 又は 適用除外 加入無し　→　無しのものに○　（健康保険、厚生年金、雇用保険）

令和４・５年度高知県建設工事競争入札参加資格審査申請書（県外建設業者）

令 和 2 年 1 月 11 日

　高知県知事　様

申請者の主たる営業所 所在地 東京都千代田区霞が関９－９－９

商号・名称 株式会社　高知建設業

代表者氏名 代表取締役　高知　次郎

1 許可番号　　大臣・知事許可番号コード 0 0 第 9 9 9 9 9 9 2 審査基準決算 0 1 年 0 6 月 3 0 日

3 継続新規区分 継続 新規 1

4 商号名称（ﾌﾘｶﾞﾅ） コ ウ チ ケ ン セ ツ ギ ョ ウ

5 商号名称 （ 株 ） 高 知 建 設 業

6 代表者名（ﾌﾘｶﾞﾅ） コ ウ チ ジ ロ ウ

7 代表者名 高 知 次 郎 8 代表者役職名 代 表 取 締 役

9 所在地 東 京 都 ・ 道 ・ 府 ・ 県 千 代 田 区 霞 が 関 9 ー 9 ー 9

10 郵便番号 1 0 0 － 0 0 0 0 11 電話番号 0 3 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 1

12 課税免税届 課税 1 免税 13 ＦＡＸ番号 0 3 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 2

15 本社ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ somu@kochi-kensetu.co.jp ※本社ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽに変更がある場合は、変更の都度、
　　変更届出書をご提出下さい。

14 申請業種欄　許可区分（特定＝2　一般＝1）

区分　経営規模等評価結果総合評定値 区分　経営規模等評価結果総合評定値 区分　経営規模等評価結果総合評定値 区分　経営規模等評価結果総合評定値

土 2 1 2 0 0 点 電 点 板 点 通 点

建 点 管 1 7 7 7 点 ガ 点 園 点

大 点 タ 点 塗 点 井 点

左 点 鋼 点 防 点 具 点

と 2 9 1 1 点 筋 点 内 点 水 2 7 6 7 点

石 点 ほ 2 8 2 3 点 機 点 消 点

屋 点 しゅ 点 絶 点 清 点

解 2 8 1 5 点

受任者欄 （受任者に変更がある場合は、変更の都度、変更届出書をご提出下さい。）

16 営業所名 高 知 営 業 所 17 営業所代表者名 高 知 太 郎

18 営業所代表者役職名 所 長

19 営業所所在地 高 知 都 ・ 道 ・ 府 ・ 県 高 知 市 丸 ノ 内 1 ー 2 ー 2 0

20 営業所郵便番号 7 8 0 － 0 8 7 5 21 営業所電話番号 0 8 8 ー 8 2 3 ー 9 8 1 5

22 営業所Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kochi@kochi-kensetu.co.jp 23 営業所ＦＡＸ番号 0 8 8 ー 8 2 3 ー 9 2 6 3

　高知県発注の建設工事の一般競争及び指名競争入札に参加する資格の審査申請をします｡なお､この申請書及び添付書類は､事
実と相違ないことを誓約いたします｡また､申請書記載事項に変更があった場合､申請業種について廃業した場合は､遅滞なく書面によ
り届け出をします｡
　また、「高知県建設工事競争入札（高知県外に主たる営業所を有する建設業者）参加資格審査要綱」第３条第５項各号に該当しない
ことを誓約いたします。

※本社メールアドレスについて※
                 「新規」「継続」問わず、必ず記入して下さい。

※受任者欄について※

「新規」「継続」問わず、必ず記入して下さい。

濁点、半濁点を含む文字は、

１文字として１カラムに記入して下さい。



（様式１：第２面）
大臣
知事

コード 第 号

3 9 － 2 2 2 2 2 2

申請者における
役職

氏名

取締役 土佐　三郎 3 9 － 1 1 1 1 1 1

許可番号

申請者

　　　　　高知県に建設工事入札参加資格申請書を提出し、又は提出を予定している系列会社の状況

（1）会社法に規定する親会社等（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

商号又は名称 許可番号 住所 備考

（2）会社法に規定する子会社等（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

商号又は名称 許可番号 住所 備考

（株）県庁建設 高知市丸ノ内１－７－５２

（3）役員の兼任（　有　・　無　）（該当するものを○で囲むこと。）

兼任先の
商号又は名称

兼任先の
許可番号

住所

（株）土佐建設 高知市丸ノ内２－７－５２

24

※子会社等及び親会社等とは、会社法第２条第３号の２及び第４号の２に規定され、他の会社等の議決権の総数に対し、所有する議

決権の数の割合が50パーセントを超えるなどの関係性を有している場合が該当しますが、その割合が50パーセント未満であっても、他

に一定の要件を満たしている場合は、親会社等又は子会社等とされる場合があります。（会社法施行規則第３条）

記入する必要がある役員とは、取締役又は個人事業主を指します。

株主のみの場合や監査役等は記入する必要はありません。


